
（平成２６年８月６日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会千葉地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件



関東千葉国民年金 事案 4640 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63年 10月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月 

  私は、20 歳からの国民年金保険料を全て納付しているはずであり、申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳で国民年金に加入してから現在までの国民年金保険料につ

いて、申立期間を除き全ての保険料を納付している上、納付済期間の過半は保

険料を前納し、平成11年４月13日からはＡ県国民年金基金にも加入しており、

保険料納付意識の高さが認められる。 

 また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間の前後の期間の国民年

金保険料を現年度納付しており、１か月と短期間である申立期間の保険料を納

付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

  

  

 

 



関東千葉国民年金 事案 4641 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年１月から同年３月まで 

  私の母がＡ市役所で、国民年金保険料を過去に遡って納付できることを聞

いたので、昭和 56 年１月に母と私は、私と妹の国民年金の加入手続を行っ

た。その後、私は母から、私と妹の分として約 20 万円の保険料を遡って納

付したと聞いており、その中には申立期間の保険料も含まれていたはずにも

かかわらず、申立期間の納付記録が未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳記号番号は、年金手帳記号番号払出簿により、昭和

55年 10月９日に社会保険事務所（当時）からＡ市に払い出された手帳記号番

号の一つであることが確認でき、申立人の手帳記号番号の前後の任意加入被

保険者の資格取得日から、申立人の国民年金の加入手続は 56年１月頃に行わ

れたと推認できる上、申立人及びその妹の手帳記号番号は連番であることを

踏まえると、同年１月にＡ市役所で娘二人の国民年金の加入手続を行ったと

する申立人の母の申述内容に不自然さは無い。 

 また、申立期間の国民年金保険料を納付したとする申立人の母は、昭和 42

年３月に国民年金に任意加入し、54 年３月からは付加保険料を含めた保険料

を納付するなど、納付意識の高さがうかがえる。 

 さらに、申立期間は３か月と短期間である上、申立人の加入手続が行われた

と推認できる昭和 56年１月を基準にすると、申立期間の国民年金保険料は過

年度納付することが可能であることから、申立人の母が申立期間の保険料を

納付したと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5549 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成 21年 10

月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、22 万円とすることが妥当であ

る。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21年９月 19日から同年 10月１日まで 

   私は、Ｂ事業を展開していたＡ社に勤務していたが、同社は平成 21 年９

月に事実上倒産し、その際、同社から「顧客と職員は今までどおり何も変わ

らない。」との説明を受けた。申立期間において、勤務地、勤務形態等の変

更は無く、給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及び元同僚の「Ａ社は事実上倒産したという説明は受けたが、Ｃ社が

引き続き運営するので、顧客と職員は今までどおり何も変わらないとのことか

ら申立期間も継続して勤務していた。」という供述並びに雇用保険の加入記録

により、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

 一方、オンライン記録によると、当初、申立人のＡ社における厚生年金保険

被保険者の資格喪失日は、平成 21年 10月１日と記録されていたところ、当該

事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日の後の同年11月16日付

けで資格喪失日の記録が取り消され、同年 11月 17日付けで同年９月 19日に

遡及訂正されていることが確認できる上、当該事業所の元同僚 29 人について

も申立人と同様に同年９月 19日に遡及訂正されていることが確認できる。 

 また、申立人から提出された給与明細書において、申立期間の厚生年金保険

料が控除されていることが確認できる。 

 さらに、Ａ社に係る滞納処分票により、当該事業所は申立期間において、厚

  

  

  



生年金保険料の滞納があったことが確認できる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人について、平成 21年９月 19日に厚生

年金保険被保険者の資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該

処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日

は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出た同年 10 月１日に訂正す

ることが必要である。 

  また、申立期間の標準報酬月額は、申立人のＡ社における平成 21 年８月の

社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5550 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ工場における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は昭和 23

年５月 16 日であると認められることから、申立人の申立期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、600円とすることが妥当である。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年７月１日から 23年５月 16日まで 

 私は、昭和 19年４月にＡ社Ｂ工場に入社し、戦災による異動はあったが、

23 年４月に退職するまで継続して勤務していたので、申立期間の厚生年金

保険被保険者記録を確認してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届には、申立人

と同姓同名の者が昭和 23 年５月 16 日に資格喪失した旨記載されていること

が確認できるところ、事業主は、申立期間当時、同社Ｂ工場に関する保存資

料において、ほかに申立人と同姓同名の者は存在しないと回答していること

から、当該資格喪失届は申立人に係る資格喪失届であると認められる。 

 また、上記資格喪失届と同一の資格喪失届が、Ａ社Ｂ工場の被保険者名簿で

確認できる。 

 これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 23年５月 16日に厚

生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険出張所（当時）に

行ったと認められる。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、当該資格喪失届に６等級と記載

されていることから、600円とすることが妥当である。 

  

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5551 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和21年４月１日から同年６月15日までの期間について、

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は同年６月 15 日で

あると認められることから、申立人の当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、60円とすることが妥当である。   

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年４月１日から同年９月２日まで 

 私の夫は、昭和 14年から 25年 11 月までＡ社に勤務した。途中召集を受

けて外地で従軍した期間も厚生年金保険の被保険者記録があるので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間と認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和21年４月１日から同年６月15日までの期間について、

Ｂ県からの「兵籍等に関する照会について（回答）」により、申立人は、18年

12月１日にＣ隊に応召し、21年６月 15日に召集解除されていることが確認で

きるところ、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）によると、申立人は、17年１月１日に厚生年金保険の被保険

者資格を取得し、21年４月１日に同資格を喪失していることが確認できる。 

 しかしながら、当該資格喪失日は陸軍に召集されていた期間であるため、当

該日に厚生年金保険被保険者としての資格を喪失していたとは考え難い。 

 また、当時の厚生年金保険法第 59 条の２によると、昭和 19 年 10 月１日か

ら 22 年５月２日までの間に被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間につ

いては、その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保険

者期間として算入する旨規定されている。 

 したがって、申立人が陸軍に召集されていた期間については、仮に被保険者

  

  

  



としての届出が行われておらず、厚生年金保険法第 75 条の規定による、時効

によって消滅した保険料に係る期間であっても、年金額の計算の基礎となる被

保険者期間とすべきであるものと考えられる。 

  以上のことから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日

は、召集解除となった昭和 21年６月 15日とすることが妥当である。 

  なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る被保険者名

簿における昭和 21年４月１日の資格喪失時の記録から、60円とすることが妥

当である。 

  一方、申立期間のうち、昭和 21年６月 15日から同年９月２日までの期間に

ついては、Ａ社に係る被保険者名簿において、申立期間及びその前後の期間に

厚生年金保険の被保険者期間を有する者のうち生存及び所在が確認できた 12

人に照会したが、当該期間に係る申立人の勤務実態について具体的な供述は得

られなかった。 

  また、Ａ社は、昭和 26 年３月８日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、事業主は既に死亡していることから、申立人の当該期間に係る勤

務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  このほか、当該期間に係る申立人の厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5552 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を 71 万円とすることが必要で

ある。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年８月５日 

  私は、申立期間に勤務先のＡ社から賞与を支給されたが、賞与の年金記録

が無いことに納得がいかない。申立期間について、調査の上、記録を訂正し

てほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の申立期間当時の総務担当者から提出された申立期間に係る「平成 15

年夏季賞与に関する資料」、複数の元同僚から提出された「2003 年夏季賞与明

細書」及び税務署から提出された申立人の「平成 15 年分給与所得の源泉徴収

票」から判断すると、申立人は、申立期間において、同社から賞与を支給され、

その主張する標準賞与額（71 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、Ａ社は既に解散している上、事業主は、

「当時の資料の所在が不明。」と回答しており、このほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこ

とから、行ったとは認められない。 

  

  



関東千葉厚生年金 事案 5553 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保険者

資格取得日に係る記録を平成９年 11 月１日に訂正し、申立期間に係る標準報

酬月額を 26万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 11月１日から同年 12月２日まで 

 私は、申立期間において、勤務状況に変化は無く、継続して勤務していた

ので、年金記録が欠落していることに納得できない。調査の上、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間当時における勤務状況及び事業所の合併に係る具体的な

供述から、申立人は、申立期間においてＢ社又はＡ社に継続して勤務していた

ものと認められる。 

 また、オンライン記録によると、平成９年 11 月１日にＢ社において厚生年

金保険の被保険者資格を喪失し、同年 12 月２日にＡ社において被保険者資格

を取得している者が多数確認できるところ、そのうち、申立人と同職種の元同

僚から提出された当該期間の給与明細書により、当該同僚は、当該期間に係る

厚生年金保険料を同社の事業主により給与から控除されていたものと認めら

れる。 

 さらに、Ａ社は、「全国の従業員の給与計算及び社会保険等の事務について

は、支店単位ではなく、全て本社で行っている。」と回答していることから、

申立人の給与計算等の事務についても本社で行われており、上記の元同僚と同

様の取扱いがなされていたものと推認できる。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

  

  

  



人は、申立期間に係る厚生年金保険料をＡ社の事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

  また、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人に係るＡ社

における平成９年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、26万円とする

ことが妥当である。 

  なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は納付したか否かは不明としているものの、厚生年金保

険の記録におけるＡ社の被保険者資格取得日が雇用保険の記録における被保

険者資格取得日と同日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双

方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主が平成９年 12 月２日を厚

生年金保険の被保険者資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年 11 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5554 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認められることから、申立人の

Ａ社における申立期間に係る標準賞与額の記録を、申立期間①は２万円、申立

期間②は８万円、申立期間③は 12万 5,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年７月 23日 

② 平成 15年 12月３日 

③ 平成 16年７月 26日 

  私は、Ａ社に勤務していたときの申立期間に係る賞与記録について、年金

事務所から照会を受けた。当該賞与をもらった記憶があるので、調査の上、

年金記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する申立期間に係る銀行の普通・貯蓄預金補助元帳及び預金元

帳の記録により、申立人は、申立期間において、Ａ社から賞与を支給されてい

たことが確認できる。 

 また、複数の元同僚から提出された申立期間に係る賞与支給明細書により、

いずれも賞与額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

上、当該事業所の経理及び社会保険事務担当者は、「賞与が支給されていれば、

厚生年金保険料は控除されていたと思う。」と供述している。 

 さらに、賞与支給明細書を所持している複数の元同僚は、「申立期間当時、

会社の経営は良くなかったが、本社の女子社員（主任及び係長以下）には賞与

が支給され、保険料を控除されていたと思う。」と供述している。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、事業主により

賞与から厚生年金保険料を控除されていたものと認められる。 

  

  

  



   また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記の普通・貯蓄預

金補助元帳及び預金元帳の記録により確認できる賞与振込額並びに元同僚の

賞与支給明細書により推認した賞与総支給額及び保険料控除額から、申立期間

①は２万円、申立期間②は８万円、申立期間③は 12 万 5,000 円とすることが

妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、

行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5555 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険の被保

険者資格喪失日に係る記録を昭和 47 年８月１日に訂正し、申立期間に係る標

準報酬月額を７万 2,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年７月１日から同年８月１日まで 

 私は、Ａ社に勤務していたが、申立期間において本社からＢ社に出向した。

申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険の加入記録、Ａ社から提出された申立人に係る従業員名簿

及び同社人事部の回答から判断すると、申立人は、同社及びその関連会社で

あるＢ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。  

 なお、上記の従業員名簿により、申立人のＢ社への異動日は昭和 47 年６月

９日であることが確認できるところ、同社に係る事業所別被保険者名簿によ

ると、同社が厚生年金保険の適用事業所となったのは同年８月１日とされて

おり、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

 しかし、Ａ社は、「従業員の異動に際しては、厚生年金保険の加入記録が欠

落しないよう事務処理を進めていたはずであり、異動先のＢ社が厚生年金保

険の適用事業所となる前の期間については、Ａ社において被保険者記録が継

続するよう手続を行い、保険料も控除していたと思う。」と回答していること

から、申立人の同社における資格喪失日を昭和 47年８月１日に訂正すること

が妥当である。  

  

  



また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 47

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 2,000円とすることが妥当

である。  

  なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。  

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 

 

 

 



関東千葉国民年金 事案 4642 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年４月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年４月から 49年３月まで 

  私は、勤めていた会社を退社した後の昭和 45 年４月頃、結婚を契機に、

将来経済的に助かるからという夫の勧めもあって、国民年金の加入手続を行

い、以後、Ａ銀行等で国民年金保険料を納付してきた。空白無く保険料を納

付したと思うので申立期間について未納とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 45年４月頃に国民年金の加入手続を行い、以後、Ａ銀行等

で国民年金保険料を納付してきた。」と主張しているが、申立人の国民年金手

帳記号番号は、年金手帳記号番号払出簿により、昭和 49 年６月 25 日に社会

保険事務所（当時）からＢ市に払い出された手帳記号番号の一つであること

が確認でき、申立人の所持する年金手帳に記載された当該手帳の発行日及び

申立人の手帳記号番号の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人

の国民年金の加入手続は同年８月上旬頃に行われたと推認されることから、

加入手続の時期は申立人の主張と相違する上、当該加入手続が行われるまで、

申立人は国民年金に未加入であり、申立期間当時に国民年金保険料を納付す

ることはできなかったものと考えられる。 

 また、申立人の国民年金の加入手続が行われたと推認される昭和 49 年８月

を基準にすると、申立期間のうち 47年６月以前の国民年金保険料については、

当該加入手続の時点において実施されていた第２回特例納付によらなければ

納付することができないところ、申立人は、「今まで、国民年金保険料を遡っ

て納付したことやまとめて納付したことはなく、遡って納付できる制度につ

いても聞いたことがなかった。」と述べている。 

 さらに、申立人は、Ｃ市が発行したと思われる「国民年金・あなたの記録」

  

  



という通知書を所持しており、当該通知書を提出している。当該通知書には、

平成元年 12 月５日現在の記録として「納付月数 192 月」と記載されており、

当該納付月数は、現在国民年金保険料納付済期間となっている昭和 49年４月

から 61 年３月までの 144 か月に申立期間の 48 か月を加えた月数と一致して

いるが、当該通知書には「納付月数」に対応する納付期間が明記されていな

い上、オンライン記録において、申立人が同年４月 16日に厚生年金保険被保

険者となったことに伴い、第３号被保険者の資格を喪失した日が平成５年２

月９日に処理されていることが確認でき、当該処理日まで申立人は第３号被

保険者として扱われていたことがうかがえることから、当該通知書の納付月

数には昭和 61年４月以降の第３号被保険者期間が算入されていたと考えられ、

当該通知書のみをもって申立期間の保険料が納付されたと判断することはで

きない。 

   加えて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムによる調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   このほか、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



関東千葉国民年金 事案 4643 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から９年３月までの期間及び10年７月から17年３月

までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年４月から９年３月まで 

            ② 平成 10年７月から 17年３月まで 

   私は、母から、母が私の国民年金の加入手続を行うよう、平成３年４月に

自宅を訪れた市の委託職員に依頼したこと、及びそれ以降、私がＡ社で厚生

年金保険に加入していた期間を除き、17 年３月までの私の国民年金保険料

を毎年その委託職員に頼んで免除申請を行っていたことを聞いていた。申立

期間①及び②の免除申請を行っているはずであるのにもかかわらず、申立期

間①及び②が免除期間とされていないのは納得できない。 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が毎年自宅を訪れた市の委託職員に依頼し、申立期間①

及び②に係る国民年金保険料の免除申請を行っていたと主張しているところ、

オンライン記録において、申立期間①の直後の期間（平成９年４月から 10年

４月まで）については、保険料の免除の記録が確認できるものの、申立期間

①及び②に係る保険料の免除申請が行われた記録は無く、免除記録の訂正又

は取消しが行われた形跡は見当たらない。 

 また、申立期間①については、申立人の国民年金の加入手続は、申立人の国

民年金手帳記号番号の前後の第３号被保険者の該当処理日から、平成７年 10

月頃に行われたと推認でき、申立期間①当時、国民年金保険料の申請免除が

承認される期間は、申請のあった日の属する月の前月からとされていたこと

から、上記加入手続の時点を基準にすると、申立期間①のうち同年８月以前

の保険料については、遡及して免除申請を行うことはできない。 

 さらに、申立期間②については、オンライン記録によると、当該期間当初の

  

  



平成 10年７月１日に、厚生年金保険被保険者資格を喪失したことにより国民

年金の加入勧奨事象が発生し、12年２月 21日に勧奨関連対象者一覧が作成さ

れたことが確認できることから、申立人に対し国民年金の加入勧奨が行われ

たことが推認できるところ、当該加入勧奨に係る国民年金被保険者の資格処

理日が 21 年６月 21 日であることが確認でき、当該時点まで国民年金の再加

入手続が行われていなかったことがうかがえることから、申立期間②におい

て、申立人は、国民年金の被保険者となっておらず、制度上、免除申請を行

うことはできない。 

   加えて、申立人自身は、国民年金保険料の免除申請に直接関与しておらず、

免除申請を行ったとする申立人の母は既に亡くなっていることから、免除申

請手続の状況について確認することができない上、申立期間①及び②は合計

で 153 か月に及んでおり、仮に申立人の母が免除申請を行ったとすると、合

計 13回の申請手続が必要となるところ、これだけの長期間及び複数回にわた

り、同一人に対し同様の事務処理を続けて誤るとは考え難い。 

   このほか、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を免除されていたこ

とを示す関連資料は無く、申立人が申立期間①及び②の保険料を免除されて

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めるこ

とはできない。 



関東千葉国民年金 事案 4644（事案 561及び 3101の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年２月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年２月から 49年 12月まで 

   私は、国民年金保険料の特例納付制度が実施された昭和 49 年１月に、Ａ

市から国民年金の加入を勧められ、Ａ市役所で申立期間の保険料を納付した

にもかかわらず、申立期間が未納期間とされていることは納得できない。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人が申立期間の国民年金保険料

を特例納付したと主張する昭和 49 年１月は、第２回特例納付の期間内である

が、申立人の国民年金手帳記号番号は 51年 12月以降に払い出されており、申

立期間の一部は時効により納付できない期間である上、手帳記号番号の払出時

期から判断すると、第２回特例納付期間を過ぎていることから、特例納付をす

ることができないこと、ⅱ）申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらないこと、ⅲ）申立人が主張するように 49

年１月に特例納付したとすると、第２回特例納付により保険料を納付すること

が可能な期間は 46 年９月までであり、申立期間の一部は特例納付することが

できないことなどを理由として、既に年金記録確認千葉地方第三者委員会（当

時）の決定に基づき、平成 20年９月 10日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

 また、その後、申立人は当初の申立てと同趣旨の主張で再申立てを行ってい

るが、新たな資料の提出は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料の納付をう

かがわせる事情は見当たらないことなどを理由として、既に年金記録確認千葉

地方第三者委員会の決定に基づき、平成 22 年 12月 14日付けで年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、前回までの審議結果に納得できないとして再申立てを行っ

  

  



ているが、申立人からは新たな資料の提出は無く、申立内容はこれまでの申立

てと同趣旨であり、新たな主張は無い。 

   一方、本申立て前に年金事務所の調査において、申立人に係るＢ市の国民年

金被保険者名簿の存在が確認され、申立人にはＡ市において昭和 51年 12月以

降に払い出された国民年金手帳記号番号とは別の手帳記号番号がＢ市におい

て払い出されていたことが判明しており、当該手帳記号番号は平成 26 年１月

に申立人の基礎年金番号に統合されているところ、当該手帳記号番号は、その

前後の任意加入被保険者の資格取得日から、昭和 43 年７月頃に払い出された

手帳記号番号であったと推認される。 

   しかし、申立人は、「今回新たに別の国民年金手帳記号番号が見付かったと

いうことだが、私は昭和 49年１月に初めて国民年金の加入手続を行っており、

44 年４月の結婚前に、Ｂ市役所等で国民年金の加入手続を行ったことやＡ市

に転入する前に国民年金保険料を納付したという記憶は無い。」と述べている

上、上記被保険者名簿の保険料納付記録欄に国民年金保険料が納付された記録

は無い。 

   また、上記被保険者名簿には、「Ｃ区 43.10転出」と記載されているところ、

オンライン記録によると、Ｂ市において払い出された国民年金手帳記号番号の

被保険者記録は、基礎年金番号に統合される前の被保険者住所がＣ区となって

いたことが確認できるものの、被保険者氏名は申立人の旧姓で記録されており、

婚姻後の姓に変更されていない上、申立人はＡ市において新たな手帳記号番号

により国民年金の加入手続を行っていることを踏まえると、申立人は、Ｂ市に

おいて国民年金被保険者となっていたことを認識していなかったことがうか

がえることから、申立人がＢ市において払い出された手帳記号番号により国民

年金保険料を納付していたとは推認し難い。 

   そのほかに年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情は見当たらないことから、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5556（事案 4584の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月１日から 35年 11月１日まで 

 私は、Ａ社で４年以上勤務したにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者

期間が４か月しかない。申立期間に歯科医院で親知らずを１本ずつ４回抜い

たときに健康保険被保険者証を使用しており、社会保険に加入していたはず

なので、私の年金記録を訂正してほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、元同僚の供述から、申立人が申立期間に

Ａ社に勤務していたことは推認できるが、ⅰ）当時の事業主は既に死亡して

いる上、当時の事業主の息子である元事業主は、「申立期間当時の賃金台帳等

は保存していない。」と回答していることから、申立人の申立期間における厚

生年金保険料の控除について確認できないこと、ⅱ）当該事業所における元

同僚の入社時期と厚生年金保険の資格取得日の異同について調査した結果、

申立期間当時、当該事業所では、入社と同時に厚生年金保険に加入させる取

扱いではなかったことがうかがえること、ⅲ）申立人の厚生年金保険被保険

者記号番号は、その払出簿により、資格取得日が当該事業所の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿と一致することなどを理由として、既に年金記録確認

千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 24年５月２日付けで年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして、Ａ社に勤務してい

たときに健康保険被保険者証を使用して歯科医院へ通院したので、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしいと主張し、再申立てをしている

が、申立人が通院していたとする歯科医院を特定することはできず、申立人

が受診時に使用したと主張する健康保険被保険者証の種類を確認することが

  



できない。 

  また、前回審議に係る調査において照会した者以外の新たに連絡先が判明し

た元同僚に照会したものの、申立人の申立期間における厚生年金保険の加入

状況及び厚生年金保険料の控除について具体的な回答は得られなかった。 

  このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されてい

たことをうかがわせる資料等は提出されず、ほかに年金記録確認千葉地方第三

者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5557 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年２月 27日から同年４月１日まで 

  私は、Ａ社に勤務し、平成９年＊月＊日に 65 歳になったが、それから同

年３月 31 日まで給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務してい

たことが確認できる。 

 しかし、申立期間当時、厚生年金保険法において厚生年金保険の被保険者と

なれるのは、適用事業所に使用される 65歳未満の者と定められているところ、

オンライン記録により、申立人は、Ａ社において平成９年＊月＊日に 65歳到

達を理由に被保険者資格を喪失していることが確認できることから、申立期

間は厚生年金保険の被保険者となれない期間である。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、厚生年金保険

の被保険者であったと認めることはできない。 

  

  

 



関東千葉厚生年金 事案 5558（事案 5181の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31年 11月 21日から 38年 12月 21日まで 

  私は、Ａ社に勤務していたが、その厚生年金保険の被保険者期間について、

脱退手当金を受給した事実は無いので、被保険者記録を再調査してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」

の表示が記載されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約４か月以内の昭和

39年４月 18日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえないこと、ⅱ）当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人の被保険者記録が記載されているページの前後２ページに記載されて

いる女子職員のうち、申立人が資格喪失した日の前後２年以内に資格喪失して

いる者 24 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、オンライン記録にお

いて、当該事業所を最終記録として脱退手当金を支給されたと記録されている

18 人は、資格喪失日から支給決定までの月数が３か月から６か月以内である

と確認できる上、そのうち住所の判明した複数の元同僚は、「会社が脱退手当

金の請求手続をしてくれて、脱退手当金をもらった。」と供述していることか

ら、申立人についてもその委任に基づく事業主による代理請求がなされた可能

性が高いと推認できること、ⅲ）申立人は、申立期間に係る事業所を資格喪失

した後に厚生年金保険の被保険者資格を再取得しているところ、被保険者証の

記号番号は新たな番号により取得しており、脱退手当金を受給したために番号

が異なっているものと考えるのが自然であることなどを理由として、既に当委

員会の決定に基づき、平成 25年７月 24日付けで年金記録の訂正は必要でない



とする通知が行われている。 

  今回、申立人は、前回の審議結果に納得できないとして再申立てを行ってい

るが、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受

給していないことをうかがわせる事情は見当たらず、ほかに当委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間に

係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



関東千葉厚生年金 事案 5559（事案 2634、5185の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年４月 20日から 31年４月 10日まで 

私は、Ａ社（現在は、Ｂ社）で加入していた厚生年金保険に係る脱退手当

金の申立てを過去２回、年金記録確認第三者委員会に対して行っているが、

いずれも申立てを認めることはできないとの通知を受け取っている。しかし、

会社を退職する時に脱退手当金の請求について説明を受けた覚えは無く、ま

たそのような一時金を受け取った覚えも無いので、脱退手当金を受け取って

いないと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社本店に係る申立人の健康保険厚

生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」

の表記が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の

誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険の資格喪失日から約１か月後の昭和

31 年５月７日に支給決定されているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台

帳には、脱退手当金が支給されたことが記載されており、一連の事務処理に不

自然さはうかがえないこと、ⅱ）申立人と同じ時期にＡ社本店で厚生年金保険

の資格を喪失し、資格喪失の約２か月後に脱退手当金が支給されている元同僚

は、「脱退手当金の請求は、私自身は行っておらず、特に希望したわけではな

いが会社の庶務の人が行ってくれた。」と供述していることから、当時、同社

では、事業主による脱退手当金の代理請求が行われていたことがうかがえ、申

立人についても、代理請求が行われた可能性があると考えられること、ⅲ）申

立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらないことなどから、既に年金記録確

認千葉地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 22年 10 月 27日付け



で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  また、再申立てにおいて、申立人は、新たな資料として、Ａ社を退職した女

子社員のための親睦会からの封書を提出しているところ、この封書では、前回

の申立時において、同社の退職日を昭和 30 年３月と主張していたが、社会保

険事務所（当時）の記録どおり翌年の 31 年３月であったことが判明したこと

のほか、脱退手当金が受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない

ことなどから、既に年金記録確認関東地方第三者委員会の決定に基づき、平成

25年７月 24日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人から新たな資料の提出は無く、家庭の事情を理由として再申立

てを行っているが、申立人が、当時、脱退手当金という制度があることを知ら

ず、Ａ社から脱退手当金の説明を受けたことも、脱退手当金を受け取った記憶

も全く無いというほかに、脱退手当金を受給していないことをうかがわせる資

料等は無く、年金記録確認千葉地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新

たな事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 

 

 



関東千葉厚生年金 事案 5560 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 10月１日から 50年４月１日まで 

  私は、申立期間において、大学の先輩の紹介でＡ県Ｂ市のＣ社に正社員と

して勤務していたが、この間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落している

のは納得できない。調査の上、記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   大学の先輩の妻及び申立人の兄の供述によると、申立人は、申立期間におい

てＣ社に勤務していたことが推認できるものの、大学の先輩は病気療養中のた

め、申立人の申立期間に係る勤務状況を確認することができない。 

 また、申立人が氏名を挙げた者を含む複数の元同僚は、いずれも申立人を覚

えていない上、申立期間当時の取締役は、「当時の従業員にも聞いてみたが、

申立人を覚えている者はいなかった。申立期間当時の事業主及び社会保険事務

担当者は死亡している。」と回答している。 

 さらに、上記取締役は、「会社は、昭和 55年５月 30 日に閉鎖しており、申

立期間当時の関係書類は一切残っていない。」と回答していることから、申立

人の申立期間に係る勤務状況及び厚生年金保険料の控除を確認することがで

きない。 

 加えて、当該事業所に係る事業所別被保険者台帳によると、申立期間及びそ

の前後の期間において、申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号は連続

しており欠番は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

  



 

関東千葉厚生年金 事案 5561 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 10日 

 私は、Ａ法人から申立期間に賞与を支給され、当該賞与から厚生年金保険

料を控除されていたはずであるにもかかわらず、私の厚生年金保険の被保険

者記録には当該標準賞与額の記録が無いので、調査の上、標準賞与額の記録

を認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ法人における申立期間の賞与に係る給料支払明細

書によると、申立人は当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により控除さ

れていないことが確認できる。 

 一方、平成 24 年に年金記録確認東京地方第三者委員会（当時）に対しＡ法

人における標準賞与額の年金記録の訂正を求めた同僚の申立てにおいて、同

法人から提出された 17 年分の給与所得に対する所得税源泉徴収簿において、

申立人に係る同年 12 月 10 日を支給日とする賞与支給額及び社会保険料控除

額の記載が確認できる。 

 しかし、上記の所得税源泉徴収簿に記載された申立人に係る平成 17 年 12

月 10日の賞与支給額は、申立人が所持する上記明細書に記載された賞与支給

額と相違している上、申立人は、「賞与は現金支給されており、給料支払明細

書は賞与の支給と同時に受け取り、そのときに支給金額の５万円を確認して

いる。」と述べており、申立人のほかに申立期間の賞与に係る給料支払明細書

を所持していた従業員３人のうち２人についても同様に支給額が相違してい

ることが確認できるところ、当該２人の従業員は、賞与支給額について、「給

料支払明細書に記載された金額が支給された。」と述べている。 

 また、上記の賞与に係る給料支払明細書に記載された賞与支給額と所得税源

泉徴収簿に記載された賞与支給額とが一致していないことについて、Ａ法人

  

  

  

 



 

の事業主の妻は、「平成 17 年までの会計処理は税務会計事務所に委託してい

たので、金額の不一致の理由については不明だが、給料支払明細書は当法人

で作成したものであり、賞与支給額及び保険料控除額については、給料支払

明細書に記載した金額が正しいと思われる。」と述べている。 

   さらに、申立人の所得税源泉徴収簿に記載された申立期間の賞与における社

会保険料等の控除額について検証したところ、当該控除額は、申立期間当時

の保険料率により計算した保険料額とは相違しており、申立人のほかに複数

の従業員についても同様に相違していることが確認できる。 

   加えて、Ａ法人の事業主は、「現在は平成 17年当時の書類を保管しておらず、

申立人を含む複数名の従業員に係る同年 12月の賞与支払の有無については不

明である。」と回答している上、申立期間当時、同法人の経理事務に携わって

いたとする税務会計事務所は、「申立期間当時の資料は保管していない。」と

回答していることから、申立人の申立期間の賞与に係る保険料控除について

確認できない。 

   このほか、申立期間において、申立人の主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 




